
■信頼と安心の年金改革

年金保険料を引き上げてよいのか。給付を一律に
引き下げてよいのか。地に堕ちた年金制度への信頼
を回復するための具体的提言の書。
600兆円にもおよぶ巨額の追加資金（年金の債務

超過額）をこれからどのように負担していくのか。
そして若い世代の年金制度に対する信頼をどのよう
に取り戻すのか。この２つの基本問題に具体的に回
答すること――それが本書の目的にほかならない。
求められているのは「負担の構造改革」である。
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■日本の医療改革

、 、急速な少子高齢化の進展 ＩＴや医療技術の発展
疾病構造の変化など、わが国の医療を取り巻く状況
は激変しており、規制色の強い従来の医療制度のも
とでは、医療資源配分の効率性や公平性が損なわれ
てしまう。
本書では、膨大なレセプト（診療報酬明細書）デ

ータを駆使して、患者の医療受診行動、医療費の地
域間格差や医療機関格差、終末期医療の実態などを
分析し、保険者機能の活用や混合診療の導入など、
医療の効率化や質の向上をめざした具体的な政策提
言をおこなっている。
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